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| 提出方法 電子入札システムにより提出
すること。ただし、承諾を得て持参又は郵
送する場合は下記４の^の}の提出場所へ
提出すること。詳細は入札説明書によるも
のとし、ファクシミリによるものは受け付
けない。

} 提出場所 上記４の\に同じ。
_ 入札書の受領期限、場所及び提出方法 入
札書は、電子入札システムにより提出するこ
と。ただし、承諾を得た場合は紙入札方式に
より持参又は郵送（書留郵便に限る。）するこ
と。
{ 電子入札システムによる入札の締め切り
平成27年１月30日午前９時30分

| 紙入札方式により持参する入札の受領期
限及び提出先 受領期限は上記４の_の{

に同じとする。提出先は上記４の\に同じ
とする。

} 郵送による入札の受領期限及び提出先
受領期限は平成27年１月29日午後４時とす
る。提出先は上記４の\に同じとする。

` 開札の日時及び場所 平成27年１月30日午
前10時30分 東北農政局入札室

a 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
{ 提出方法 書類の提出は、持参、郵送（書
留郵便に限る。提出期限内必着）又は託送
（書留郵便と同等のものに限る。提出期限
内必着）することにより行うものとする。

| 提出期間
ア 持参の場合 平成27年１月16日から平
成27年１月30日（行政機関の休日を除
く。）の午前９時から午後５時までとす
る。ただし、最終日については午前９時
30分までとする。
イ 郵送又は託送の場合 平成27年１月16

日から平成27年１月29日（行政機関の休
日を除く。）の午前９時から午後５時まで
とする。ただし、最終日については午後
４時までとする。

} 提出場所 上記４の\に同じ
５ その他
\ 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。

] 入札保証金及び契約保証金
{ 入札保証金：納付（保管金の取扱店 日
本銀行仙台支店）
ただし、利付国債の提供（保管有価証券
の取扱店 日本銀行仙台支店）又は金融機
関の保証（取扱官庁 東北農政局）をもっ
て入札保証金の納付に代えることができ
る。また、入札保証保険契約の締結を行い、
又は金融機関若しくは保証事業会社（公共
工事の前払金保証事業に関する法律（昭和
27年法律第184号）第２条第４号に規定す
る保証事業会社をいう。以下同じ。）の契約
保証の予約を受けた場合は、入札保証金を
免除する。入札保証金の金額、利付国債の
総額、金融機関の保証に係る保証金額及び
保険会社との入札保証保険に係る保険金額
は、見積金額の100分の５以上とする。

| 契約保証金：納付（保管金の取扱店 日
本銀行仙台支店）
ただし、利付国債の提供（保管有価証券
の取扱店 日本銀行仙台支店）又は金融機
関若しくは保証事業会社の保証（取扱官庁
東北農政局）をもって契約保証金の納付
に代えることができる。また、公共工事履
行保証証券による保証を付し又は履行保証
保険契約の締結を行った場合は、契約保証
金の納付を免除する。

^ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。

_ 配置予定の技術者の確認 落札者決定後、
一般財団法人日本建設情報総合センターの
「工事実績情報システム」（ＣＯＲＩＮＳ）等
により配置予定の主任技術者又は監理技術者
の専任制違反の事実が確認された場合、契約
を結ばないことがある。なお、種々の状況か
らやむを得ないものとして承認された場合の
ほかは、配置予定の主任技術者又は監理技術
者の変更は認められない。
また、落札者となった者は、落札決定後、
契約締結までに配置予定技術者が営業所の専
任技術者と重複していないことが確認できる
資料を提出するものとする。

` 手続における交渉の有無 無
a 契約書作成の要否 要
b 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無

c 資料のヒアリングの有無 有
d 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４の\に同じ。

e 一般競争参加資格の確認を受けていない者
の参加 上記２の^に掲げる一般競争参加資
格の確認を受けていない者であっても上記４
の^により申請書及び資料を提出することが
できるが、競争に参加するためには、開札の
時において、当該資格の確認を受け、かつ競
争参加資格の確認を受けていなければならな
い。

Ĉ 予決令第86条に規定する調査（以下「低入
札価格調査」という。）を受けた者に係る契約
保証金の額は10分の３以上とする。低入札価
格調査を受けた者との契約に係る前金払いの
金額は、請負代金額の10分の２以内とする。

D̂ 談合等不正行為があった場合の違約金等
{ 受注者（共同企業体にあっては、その構
成員）が、次に掲げる場合のいずれかに該
当したときは、受注者は、発注者の請求に
基づき、請負代金額（この契約締結後、請
負代金額の変更があった場合には、変更後
の請負代金額）の10分の１に相当する額を
違約金とし発注者の指定する期間内に支払
わなければならない。
ア この契約に関し、受注者が私的独占の
禁止及び公正取引の確保に関する法律
（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止
法」という。）第３条の規定に違反し、又
は受注者が構成事業者である事業者団体
（以下「受注者等」という。）が独占禁止
法第８条第１号の規定に違反したことに
より、公正取引委員会が受注者に対し、
独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止
法第８条の３において準用する場合を含
む。）の規定に基づく課徴金の納付命令
（以下「納付命令」という。）を行い、当

該納付命令が確定したとき（確定した当
該納付命令が独占禁止法第51条第２項の
規定により取り消された場合を含む。）。
イ 納付命令又は独占禁止法第７条若しく
は第８条の２の規定に基づく排除措置命
令（これらの命令が受注者等に対して行
われたときは、受注者等に対する命令で
確定したものをいい、受注者等に対して
行われていないときは、各名宛人に対す
る命令全てが確定した場合における当該
命令をいう。次号において「納付命令又
は排除措置命令」という。）において、こ
の契約に関し、独占禁止法第３条又は第
８条第１号の規定に違反する行為の実行
としての事業活動があったとされたと
き。
ウ 納付命令又は排除措置命令により、受
注者等に独占禁止法第３条又は第８条第
１号の規定に違反する行為があったとさ
れた期間及び当該違反する行為の対象と
なった取引分野が示された場合におい
て、この契約が、当該期間（これらの命
令に係る事件について、公正取引委員会
が受注者に対し納付命令を行い、これが
確定したときは、当該納付命令における
課徴金の計算の基礎である当該違反する
行為の実行期間を除く。）に入札（見積書
の提出を含む。）が行われたものであり、
かつ当該取引分野に該当するものである
とき。
エ この契約に関し、受注者（法人にあっ
ては、その役員又は使用人を含む。）の刑
法（明治40年法律第45号）第96条の６又
は独占禁止法第89条第１項若しくは第95

条第１項第１号に規定する刑が確定した
とき。

| 受注者が上記５のD̂の{の違約金を発注
者の指定する期間内に支払わないときは、
受注者は、当該期間を経過した日から支払
をする日までの日数に応じ、年５パーセン
トの割合で計算した額の遅延利息を発注者
に支払わなければならない。š
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